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一．
 はじめに―今なぜ労働の国際化なのか？―
　「
労
働
の
国
際
化
」
と
い
う
言
葉
か
ら、どんなことを連想されるだろうか。職場が外国人留学生を新卒採用するように ったということかもしれない。あるいは、東南アジアの人々が日本で看護や福祉の仕事に携わるようになったということかもしれない。もっと身近なところで、コンビニエンスストアなどで外国人の店員をよく見かけるようになったと感じる もいかもしれない。これらはみ 現代の日本における外国人労働の一断面である。　
このように、最近は日本でも外
国人労働者 存在感が増してきているようにみえる。しかし、二〇一〇年時点で、労働力人口に占める外国人の割合は一・三％に過ぎな
い（
表
1）。
他
の
先
進
国
と
比
べ
ると著しく低い。日本が「安易に外国人労働者の受入れ範囲を拡大して対応するのでなく、まずは国内の若者、女性、高齢者、障害者等の労働市場への参加を実現してい
く（
雇
用
政
策
基
本
方
針
）」
と
し
て、専門的・技術的分野以外の外国人労働者の受け入れを抑制していることもその一因である
⑴。
　
一方、日本には就労制約のない
「
定
住
者
」
な
ど
の
身
分
に
基
づ
く
在
留
資
格
や
外
国
人
技
能
実
習
制
度
の
よ
う
に、
事
実
上、
単
純
労
働
者
の
受
け
入
れ
を
可
能
と
す
る
仕
組
み
も
存
在
す
る
⑵。
一
九
九
〇
年
に「
定
住
者
」
の
対象が日系三世まで拡大されたこともあって、身分に基づく在留資格は二〇一二年現在、外国人労働者全体の四五％にのぼり、在留資格中最も割合が高い。また 技能実習制度は外国人労働者 二〇％を占める。これらに加え、職種に制限のない留学生が一 ％いるで、日本は単純労働の受け入れが中心になっていると言って差し支え
な
い
⑶。
単
純
労
働
者
は
抑
制
し
て
高度人材の就労を促進す という政策の目指すところと かなり隔たりがある。　
こうした現実と政策の乖離に加
え、少子高齢化による労働人口の減少、ビジネスのグローバル化にともなう国際的な人材獲得競争の激化、アジアの国々からの労働力の受け入れの要請などを背景 外国人労働者政策を巡ってはこれま
でも様々な議論がなされてきた。し
か
し、
コ
ン
セ
ン
サ
ス
に
は
程
遠
く、高度人材の受入れは積極的に進めるべきだが、単純労働者は安易に受け入れるべきではないという
現
行
の
政
策
を
支
持
す
る
も
の
か
ら、単純労働者の受け入れが中心の実態を踏まえ、単純労働者の受け入れのあり方を再検討すべきというも まで幅が広い
⑷。
　
本稿では、経済学的な視点から
外国人労働者 論点 整理してみた
い
⑸。
一
般
に、
貿
易
の
自
由
化
と
比べて、労働移動の国際化に関しては、受け入れ側の政策は制限的になりがちである。外国人労働者受け入れの影響が賃金や雇用ばかりでなく、公共サービスや社会保障、地域社会と 共存、子弟の教育、帰化した場合の政治への参加など、経済、社会の多岐にわたるためである。移動するのが生身の人間という事実は 問題をよ 複雑
な
も
の
に
し
て
い
る
よ
う
に
み
え
る。しかし、そ であればこそ、時々の状況に応じて不足する労働者を外国から補充するといったアドホックな対応ではなく、長期的な視点から一貫した制度を構築していくことが重要である。
表 1　労働力人口に占める外国人の割合（％）
2000 2009
日本 1.1 1.3
フランス 5.9 5.4
ドイツ 9.0 9.4
イギリス 3.9 7.3
アメリカ 12.6 16.1
（出所）日本は国勢調査より作成。その他は OECD STAT より作成。
（注）日本のデータは 2010 年のもの。
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二．
 労働移動の国際化の便益─伝統的な視点─
　
水が高い所から低い所へ流れる
ように、人々はよりよい生活環境や就業機会を求めて移動する。今では少なくなったが、かつての日本では農村部から都市部への出稼ぎ労働は珍しくなか し 東京圏への人口の転入超過は現在も続いている。国際的な労働移動も、基本はこのアナロジーと考えてよい。先進国と途上 平均すると約六倍の所得格差があり、人々は
こ
の
格
差
に
引
き
つ
け
ら
れ
る
⑹。
ただし、国内の移動と比べると、国際的な労働移動では、受け入れ国の規制や言語や文化 違いなどの障壁が格段に高く、実際 移動は
強
い
制
約
を
受
け
て
い
る。
し
た
が
っ
て、
も
し
こ
の
障
壁
が
下
が
れ
ば、移動する労働者が大きな経済的便益を手にするであろうことは想像に難くない。　
そ
れ
で
は
労
働
者
を
受
け
入
れ
る
国、送り出す国にとって 経済的メリットは何だろうか。地方から都
市
へ
の
流
入
を
例
に
考
え
て
み
る
と、混雑などの副作用もあるが都市部の繁栄につながっているこは容易に理解できる。また、送り出した側に っても、若者や働き
盛り層の流出によって地域の活力が失われるというマイナス面も指摘されるが、出稼ぎ る収入が家計を潤し、就業機会が都市部に広がることで人的資本への投資が促進される面もあ だろう。　
国
際
的
な
労
働
の
移
動
に
つ
い
て
も、受け入れ国、送り出し国の双方にメリットがあ と考えるのが自
然
で
あ
る。
標
準
的
な
経
済
学
で
は、労働の国際移動を通じて資源配分が効率化し とり出し国の双 が経済厚生 改善することができる。とりわけ受け入れ国では、外国人労働者と補完的
な
生
産
要
素
の
生
産
性
が
上
昇
す
る
。
　
労
働
の
国
際
移
動
の
障
壁
を
取り
除
く
こ
と
で得
ら
れ
る世
界
的
な
経
済
厚
生
の
改
善
は
非
常
に大
き
い
と
主張
す
る
研
究
は
少
な
く
な
い
。
例
え
ば
、
労
働
の
国
際
移
動が
世
界
的
に
自
由
化
さ
れ
れ
ば
、
世
界
全
体
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
約
一
二
〇
％
に
相
当
す
る
経
済
厚
生
の改
善
が
見
込
ま
れ
る
と
す
る
推
計
が
あ
る
［
K
lein and V
entura 2007 ］。
財
貿
易
の
自
由
化
は
世
界
全
体
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
一
・
二
％
か
ら
二
・
八
％
の
経
済
厚
生
の
改
善
［
W
orld B
ank 2001 ］、
資
本
取
引
の
自
由
化
で
は
一
・
七
％
の
経
済
厚
生
の
改
善
［
G
ourinchas and 
Jeanne 2006 ］
と
い
う
推
計
が
あ
る
ので、労働移動の国際化による経済的な利得は文字どおり桁違いに大きい。　
労働の国際移動の自由化がこれ
ほど大きな便益をもたらすのは、そもそも貿易や資本の国際取引に比べ、国際的な労働移動の自由化が大きく立ち遅れていること 送り出し国となる途上国と受け入れ国となる先進国の間の生産性格差が大きいことによる。政治の安定性や社会資本などに劣る途上国から先進国に移動す こ で、人々は本来持っている生産性を発揮すると考えられている。三．
 労働市場への影響、社会保障・財政への負担
　
労働の国際移動が自由化される
ことで得られる経済的なメリットが
こ
れ
ほ
ど
大
き
な
も
の
だ
と
す
れ
ば、日本を始め外国からの労働受け入れに慎重な国が多いのはなぜだ
ろ
う
か。
国
内
労
働
市
場
へ
の
影
響、とりわけ外国人労働者と直接競合することとなる国内労働者への影響と社会保障や公共サービスの負担に関 懸念がしばしば指摘される。　
外国人労働者の受け入れが国内
賃金に与える影響 ついては、欧
米を中心に膨大な研究が蓄積されて
い
る。
そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず、
（
お
そ
ら
く
驚
く
べ
き
こ
と
に
）
未
だ
その影響についての統一された見方はない。そして、より最近の究
で
は、
（
驚
く
べ
き
こ
と
に
）
国
内
の労働者の賃金にはまったく影響を及ぼさないか、仮に影響があったとして無視しえるほど小さいと結
論
さ
れ
る
こ
と
が
多
い。
日
本
で
は、データの制約があってこうした研究は限られているが、中村・他［二〇〇九］は外国人労働者の受け入れが国内労働者 賃金を低下させるという見方に 否定的である。　
労働の供給が増えれば（労働需
要がそれ以上に増加していないとい
う
前
提
で
）、
賃
金
が
下
落
す
る
の
はごく自然に思われる。しかし、労働供給増化の影響は、生産技術の変化（例えば企業がより労働集約
的
な
生
産
技
術
に
切
り
替
え
る
）、
生産量 労働集約的な財の生
産
が
増
加
す
る
）、
資
本
や
国
内
労
働者の地域間移動などによって吸収される可能性がある。実際に、労働供給の変化はこれらの賃金以外の変化によって相当吸収されてい
る
と
す
る
研
究
も
あ
る［
H
an
son
 
an
d
 S
lau
gh
ter 2
0
0
2
 ; L
ew
is 
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2
0
1
1
］。
　
一
方、
外
国
人
労
働
者
の
受
け
入
れ、とりわけ単純労働者の受け入れが、受入れ国の新たな財政負担となれば 公共サービスの供給水準の低下や財政赤字の拡大を通じて将来世代の負担増につながる可能性はある。しかし 既に述べたように、外国人労働者の け入れ自体は、それと補完的な生産要素の生産性を改善するメリットがあるので、追加的な財政負担の可能性だけを殊更に強調すべきではない。四．
 労働移動の国際化の便益─新しい視点─
　
労働移動の国際化がもたらす便
益は、資源配分の効率化だけにとどまらない。例えば、海外から優秀な人材を受け入れることによって研究開発などの知的創造活動が促進されるという点がしばし 指摘
さ
れ
る。
実
際
に、
ア
メ
リ
カ
で
Ｈ―
1Ｂビザの保有者が一〇％増
加
す
る
と、
特
許
数
が
〇・
三
か
ら
〇・七％程度増加するという研究結
果
も
あ
る
［
K
err an
d L
in
coln
 
2
0
1
0
］。
優
秀
な
人
材
の
集
積
が
生
む
メ
リ
ッ
ト
は
分
か
り
や
す
く、
ま
た、社会保障や財政負担への懸念
も少ないことから政策になりやすい。　
しか
し
、
労
働
移
動
の国
際
化によ
る
便
益は
高
度
人
材に限
ら
な
い
。外
国
人
単
純
労
働
者
の受け
入
れ
によ
っ
て
家
事
労
働
の
機
会
費
用
が
高
い
女
性
、
つ
まり
高
度
な
専
門
的
技
能
を
持
つ女
性
た
ち
の
労
働
市
場
へ
の
参
加
が
促
さ
れ
る
と
い
う
指
摘
が
あ
る
［
C
ortes and T
essada 2
0
11
］。
　
また
、
たとえ同じよう
な
教
育
水
準
であ
っ
ても
外
国
人
労
働
者
と国
内
の
労
働
者
は
異
なる
業
務
（
タスク
）
に
比
較
優
位
を
持
つ
の
で
、
外
国
か
ら
の労
働
者の
受
け
入
れ
は
、
国
内
の
労
働
者
と
の
業
務
レ
ベ
ル
の
分
業
を
促
し
、
受け
入
れ
国
の生
産
性
を
上昇
さ
せ
る
と
い
う
指
摘
も
あ
る
［
P
eri 
2
0
1
2
］。「
日
本
は
自
動
車
産
業
に
比
較
優
位
が
あ
る
」
と
い
っ
た
言い
方に
代
表
さ
れるよ
うに
、
比
較
優
位
は
こ
れま
で産
業
や
製
品
単
位
で考
えられ
るこ
と
が
多
か
っ
た
。
し
か
し
、比
較
優
位
を
業
務
単
位で
考
え
る
こと
で
、
労
働
移
動
の
国
際
化が国
際
分
業
に
果
たす
新
たな
役
割
を
見
出
す
こ
と
が
で
き
る
⑺。
五．
 まとめ―東アジア地域と日本という視点―
　
日本がインドネシア、フィリピ
ン、ベトナムと締結した二国間経済連携協定には介護・看護部門における人材の受入れが盛り込まれた。介護は、日本が外国人の就労を進めようとしている専門的・技術的分野には含まれていない。また、
日
本
で
の
資
格
取
得
が
前
提
だ
が、日本で働き続けることができる仕組みになっている。これらの点で、経済連携協定による受け入れは、冒頭に述べた日本の外国人労働受け入れ政策の基本方針から一歩踏み込ん いる。　
技能実習生の制度は基本的な政
策方針と矛盾しかねな 要素を含んでいる。貿易の観点からは、製造部門における実習生の受け入れが日本の比較優位構造を歪める可能性もある。　
一方、東アジア地域での経済的
な結びつき 深化するとともに、人の移動の自由化に対する要請も強まっている。例えば、二〇一五年の発足を目指しているＡＳＥＡＮ経済共同体では、技能労働者移動の自由化が目標に掲げられている。現在、日本の外国人労働者の約七割はアジア地域からの受け入れであり、東アジア地域における労働移動の国際化の動きは、日本の外国人労働者政策が近い将来
問い直される可能性があることを示唆している。　
本稿で紹介したように、労働の
国際化による潜在的なメリットは大きく、他方、国内労働市場への負の影響は一般に懸念されるほど大きくない可能性が高い。日本が現在受け入れを促進している専門的・技術的分野以外の外国人労働について、そのあり方を再検討する価値は十分あるだろう。（さ
と
う
　
ひ
と
し
／
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所
　
ミクロ経済分析研究グループ）
《注》⑴
 「雇
用
政
策
基
本
方
針
」
は
平
成
二
〇年二月厚生労働大臣告示。専門
的・
技
術
的
分
野
と
は、
「
高
度
な
専
門
的
職
業
」「
大
卒
ホ
ワ
イ
ト
カラー、技術者」
、「外国人に特
有または特殊な能力等を かした職業」とされ、技術（エンジニ
ア
等
）、
人
文
知
識・
国
際
業
務
（
企
画、
営
業
な
ど
の
事
務
職、
通
訳
な
ど
）、
企
業
内
転
勤、
技
能
（パイロット、料理人など）
、教
授、投資・経営、法律・会計業務、医療、研究、教育（語学教師）が「出入国管理および難民認定法」に指定されている。
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⑵ 外
国
人
技
能
実
習
制
度
の
対
象
職
種
は
、
農
業
、
漁
業
、
建
設
、
食
品
製
造
、
繊
維
・
衣
服
、
機
械
・
金
属
、
そ
の
他
製
造
業
で
計
六
六
職
種
であ
る
。
サ
ー
ビ
ス
業
は
含
ま
れ
な
い
。
⑶
 ここに掲げた在留資格別の外国人
労
働
者
の
統
計
は
厚
生
労
働
省
『
外
国
人
雇
用
状
況
の
届
出
状
況
』
による。
⑷
 例
え
ば
、
後
藤
［
二
〇
〇
四
］
は
外
国
人
労
働
者
の
受
け入
れよ
り
も
女
性
労
働
力
の
活
用
の方
が確
実
に経
済
厚
生
改
善
に
つな
がる
の
で
、
労
働
力
不
足
に
は
女
性
の職
場
進
出
の
阻
害
要
因
を
取
り
去
る
こ
と
で対
応
す
べ
き
で
あ
る
と
主
張
して
い
る
。
一
方
、
日
本
商
工
会
議
所
は
外
国
人
単
純
労
働
者
の
受
け入れ促
進
を
検
討
す
べ
き
と
主
張
し
て
い
る
（『
少
子
高
齢
化
、
経
済
グ
ロ
ー
バ
ル化
時
代
に
お
け
る外
国
人
労
働
者
の受
入
れの
あ
り
方
に
つ
い
て
』
二
〇
〇
三
年
九
月
一
七
日
）。
ま
た
、
日
本
弁
護
士
連
合
会
（
日
弁
連
）
は
外
国
人
技
能
実
習
制
度
を
廃
止
し
た
う
え
で
、
非
熟
練
労
働
者
の受
入
れ
を
前
提
と
した在
留
資
格
制
度
の
創
設
を
提
言
し
て
い
る
（『
外
国
人
技
能
実
習
制
度
の
廃
止
に
向
け
て
の
提
言
』
二
〇
一
一
年
四
月
一
五
日
）。
日
本
労
働
組
合
総
連
合
会は
、
単
純
労
働
を
可
能
に
す
る在
留
資
格
、
就
労
資
格
の緩
和や
医
師や
看
護
士
、
介
護
士
等
の
業
務
独
占
資
格
の
国
家
間
相
互
認
証
に
反
対
し
て
い
る
（『
連
合
の
外
国
人
労
働
者
問
題
に
関
する
当
面
の
考
え
方
』
二
〇
〇
四
年
一
〇
月
二
一
日
）。
⑸
 労
働
移
動の
国
際
化
に
つ
い
て
の
よ
り
広
範
で
詳
細
な
文
献
の
サ
ー
ベ
イ
に
つ
い
て
興
味
が
あ
る
読
者
は
、
佐
藤
［
二
〇
一
三
］
を
参
照
し
て
欲
し
い
。
⑹
 世
界
銀
行
の
統
計
（
W
orld D
e-
velopm
ent Indicators ）
で
は
、
二〇
一
〇
年
の
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
国
の
一
人
あ
た
り
Ｇ
ＤＰ
の
平
均
は
約
三
万
八
〇
〇
〇
ド
ル
、
中
・低
所
得
国
の
そ
れ
は
約
六
〇
〇
〇
ドルと
な
っ
て
い
る
。
⑺
 同
時
に
、
外
国
人
労
働
者
の
受
け
入
れ
拡
大
で
は
な
く
、
女
性
の
労
働
市
場
へ
の
参
加
を
促
し
て
い
く
と
い
う
日
本
の労
働
政
策
の方
針
に
発
想
の
限
界
が
あ
る
こ
と
も
分
か
る
。
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